























 第 1．問題の所在 
 　今回予定されている民法改正では，期限前弁済および金銭交付前の解除における損害賠償の規律
の仕方について，様々な議論があった。 
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 　そこで，本稿では，まず 136 条 2 項の理解を整理する。これを前提に，改正法案 591 条 3 項およ






























 　では 136 条 2 項但書の「相手方の利益を害さない義務」とは何か。それは，一般市民間における
関係とは異なる「信義則の支配する緊密な関係」に立たつ当事者間において「相互に相手方の人格，
財産を害しない信義則上の義務」（最判昭和 59 年 9 月 18 日判時 1137 号 51 頁の第一審である東京
地判昭和 56 年 12 月 14 日判タ 470 号 145 頁）と同様の性質のものである。信義則が支配する債権
関係において，相手方当事者の財産を害しない信義則上の義務，である。「期限まで債務を履行し
ない義務」とは異なって，そこでは，相手方当事者に「過大な期待を抱かせる」（最判平成 19 年 2
月 27 日集民 223 号 343 頁）など具体的事実関係の下における注意義務違反の行為が，損害賠償責
任を基礎づけるものと考えられる。 
 　これは，同項但書の規定を待つまでもなく，民法 1条 2項に従って発生する義務である。これを
136 条 2 項但書で重ねて規定した意味は，同本文で期限利益放棄の権利を認めたことに対して，こ
のような当事者間の信義則上の義務を一般的に免責する趣旨ではないことを注意喚起するために，
確認的な規定として置いたものと解される。 
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負わせたものではない」（最判平成 21 年 11 月 9 日民集 63 巻 9 号 1987 頁）とされている(2) 。 

































にある。受寄者は期間中には返還しない義務を負う（663 条 2 項）が，寄託者はいつでも，無条件












よって「やむを得ない事由」（663 条 2 項）を緩和し期限前返還の自由を拡大する場合でも，特約
なき場合の任意規定の解釈としても，期限前返還の正当理由が補強されなければならない (4) 。そこ
で期限までの利息額を賠償することが必要とされたと考える(5)。 




 第 3．改正法案の条文解釈 
 1　改正法案 591 条 3項（期限前弁済） 
 （1）「期日まで元本を利用する義務」の有無 
 　総則の議論として「期限まで債務を履行しない義務」は存在しないことは前述のとおりである（第
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と理解される(7)。 
 　そして改正法案 591 条 3 項は，消費貸借契約について「期限前弁済の権利」を重ねて認めている。
よって，民法が「期限まで元本を利用する債務」を想定しない立場であることはより鮮明となった。 
 　したがって，借主が期限前弁済をしたという事実だけから，貸主に対して約定期限までの利息を























































































記第 3.2 参照）。 















制限法潜脱克服の実務（第二版）」勁草書房 20 頁．32～38 頁，102～108 頁）。 
 ①　利息の天引きが行なわれた場合は，現実の受領額を元本として利息の制限額を計算する（利息
制限法 2条） 
 ②　最判昭和 45 年 4 月 21 日民集 24 巻 4 号 298 頁は，重利の特約がある事例につき，利息の制限
額は組入れ前の「本来の元本額」との関係で計算しなければならない，とした。 
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 　たとえば，元本 100 万円（U）に対してみなし利息を含む利息額（F）の 15 万円の場合，実質利
用期間Tが 1 年間であれば，利率 Rは 15％である。Tが 1 ヶ月（12 分の 1 年）であれば，Rは





 　ここで適用さるべき制限利率は，利息制限法 1条によるか，同法 4条の 1.46 倍された率または


















ではなくて，一定の根拠に基づく対応であろうという認識が示された (15) 。 
 　宮川不可止「期限の利益の放棄による損害賠償―期限前弁済の類型別検討を中心に」（京都学園







































　イ　i が 1 のときは，金銭を交付した日から第 1回の弁済日の前日までの期間
　ロ　i が 2 以上のときは，直前の弁済日から第 i 回の弁済日の前日までの期間
Ui：次の値
　イ　i が 1 のときは，実際に利用可能な貸付けの金額
　ロ　i が 2 以上のときは，次式により産出する未返済金の額
　　　Ui ＝ Ui－1－(Pi－1－Ui－1・Ti－1）
　　　Pi は第 i 回の弁済の金額
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益を一方的に害するもの（消費者契約法 10 条）といえるかである。 
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注
⑴　 法制審議会民法（債権法関係）部会資料 44「民法（債権関係）の改正に関する論点の検討（16）」，
同部会の第 54 回・63 回・68 回・71 回・81 回・94 回会議録，第 2分科会第 6回会議録を主に参照
した。 
⑵　 これ以外にも，債務不履行を原因とする損害賠償請求権（民法 415 条）について，債権関係の当
事者または契約当事者に対して何らかの保護手段が与えられる場合にも，これらと両立可能な「損
害賠償の請求を妨げない」旨を注意・確認する規定（同法 414 条 4 項，535 条 3 項，590 条 1 項，
691 条 2 項），解除の遡及効が債務不履行に基づく損害賠償請求権を消滅させるものではない旨を注




















⑹　 最判平成 15 年 7 月 18 日民集 57 巻 7 号 895 頁は利息制限法 1条・2条の「規定が適用される限り


































⑿　 第 63 回会議でこの点が議論されている。 
⒀　 ①の特約だけあって②の特約がない場合の損害の内容・範囲は，民法の任意規定の解釈問題とな
るから，前述した第 3.1.（3），第 3.2.（3）の通りであると考える。 
⒁　 この算式におけるアルファベットの表記（R，F，U，T）は，貸金業法施行規則別表（第 11 条
関係）に倣った。 























⒇　 前掲金融法務事情 1913 号 79 頁の論文では，「取引当事者が十分な判断能力を持ち交渉が対等に
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26　 前掲宮川論文 37 頁では，中小企業再生支援協会版の「資本的借入金」は，15 年後一括償還，当






 27　 この点，利息制限法の範囲内であれば消費者契約法11条 2項により同法9条 2項は適用されない，
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という考え方（東京高判平成 23 年 12 月 26 日判時 2142 号 31 頁参照）もあり得るだろうが，賛成





限法 1条は，消費者契約法 11 条 2 項にいうところの「別段の定め」に該当しない。 
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 Compensation for Damages in Payments Prior to Expiration 
of Terms and Cancellation of Contracts before Giving 
and Receiving of Money: Loan Contracts for Consumption 
in the Civil Law Reform Bill 
 Yuji KIMURA 
 Abstract 
 　 The Ministry of Justice submitted a bill to revise the Civil Code to the Diet on March 31, 
2015.  Two articles are included in this bill: 
 (1) In a consensual contract for a consumption loan, the borrower may cancel the contract before 
any giving and receiving of money, provided that the lender may claim compensation for dam-
ages. 
 (2) In a consumption loan, the borrower may return money prior to expiration of a term, provid-
ed the lender may claim compensation for damages. 
 This paper aims to prove that the above-mentioned articles don’t provide for either the borrow-
er being able to take advantage of “the debt to use capital until a time limit” or claiming “the 
duty to compensate for future interest lost by capital return”. 
 In addition, this paper examines how the Interest Rate Restriction Act limit affects the agree-
ment between parties which provide for the duty to compensate for future interest lost by capi-
tal return. 
 Key word:  bill to revise the Civil Code,  the contract of a consumption loan ,  payment prior to 
expiration of a term,  cancellation of contracts before giving and receiving of money , 
 compensation for damages 
